
�愛媛県告示第２０１６号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７００条の６の４第３

項の規定に基づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した

。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０１７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、松山市長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は松山市の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０１８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、松山市長から次のとおり町の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０１９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、松山市長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は松山市の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

株式会社越智石油
代表取締役 越智剛三 西条市三津屋南７番４号 平成１７年

１１月９日

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

松山市上怒和甲１の１、甲８の１、甲８２６の１、
乙２２２の１、乙２３９の１、乙２４０の１、乙２４０の２、
乙２４８の１、乙２５０の１、乙２５１の１、乙２５２の１、
乙２５２の２、乙２５９の１、乙２６３の１、乙２６６＋乙２７
２の１、乙２７３の１、乙２８２、乙２８３の１、乙２８７の
１、乙２８８の１、乙２８９の１、乙２９０の１、乙２９５の
３、乙２９６の１及び乙２９８の１の地先

９，８３７．９８

町の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

上怒和 松山市上怒和甲１の１、甲８の１、甲８２
６の１、乙２２２の１、乙２３９の１、乙２４０の
１、乙２４０の２、乙２４８の１、乙２５０の１
、乙２５１の１、乙２５２の１、乙２５２の２、
乙２５９の１、乙２６３の１、乙２６６＋乙２７２の
１、乙２７３の１、乙２８２、乙２８３の１、乙
２８７の１、乙２８８の１、乙２８９の１、乙２９０
の１、乙２９５の３、乙２９６の１及び乙２９８
の１の地先公有水面埋立地

９，８３７．９８

毎週（火・金）曜日発行 第１７１２号 平成１７年１１月１８日

平成１７年１１月１８日金曜日 第１７１２号

愛 媛 県 報

１１６７



平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０２０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、松山市長から次のとおり町の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０２１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、松山市長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は松山市の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０２２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、松山市長から次のとおり町の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０２３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、松山市長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は松山市の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０２４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、松山市長から次のとおり町の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０２５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、松山市長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は松山市の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０２６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

松山市上怒和乙５８７の４、乙５８８の３、乙５８９の１
、乙５８９の６、乙５８９の１１、乙５８９の１２、乙５８９の１４
及び乙５９０の４の地先

２２４．５８

町の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

上怒和 松山市上怒和乙５８７の４、乙５８８の３、乙
５８９の１、乙５８９の６、乙５８９の１１、乙５８９
の１２、乙５８９の１４及び乙５９０の４の地先公
有水面埋立地

２２４．５８

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

松山市神浦２７６の１、２７７の１、２７８の１、２８０の２
、５９９の１、６００の１、６０５の１、６０５の２、３１１８の
１、３１１９の１、３１２１の１、３１２３の１及び３６８８の地
先

６６７．２９

町の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

神浦 松山市神浦２７６の１、２７７の１、２７８の１
、２８０の２、５９９の１、６００の１、６０５の１
、６０５の２、３１１８の１、３１１９の１、３１２１
の１、３１２３の１及び３６８８の地先公有水面
埋立地

６６７．２９

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

松山市津和地２３１７、２３２４の１、２３２４の３、２３５８の
１、２３５９、２５１６の１、２５１６の２、２５２４の１、２５２４
の３、２８８３、２９０２の１、２９１８の１、２９４７の１、４２
８４の２、４２８９の１、４２８９の４から４２８９の７まで、
４２８９の９、４２９０の１から４２９０の３まで、４２９１の１
、４２９１の３、４２９１の４、４２９４の１、４２９４の３、４２
９５の１から４２９５の３まで、４３４６、４３４７、４３４８の１
、４３４８の３、４５５３の３、４５５３の５、４５６２の１、４５
６２の２、４５６６の１から４５６６の３まで及び４０００４の
地先

４，３３０．２５

町の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

津和地 松山市津和地２３１７、２３２４の１、２３２４の３
、２３５８の１、２３５９、２５１６の１、２５１６の２
、２５２４の１、２５２４の３、２８８３、２９０２の１
、２９１８の１、２９４７の１、４２８４の２、４２８９
の１、４２８９の４から４２８９の７まで、４２８９
の９、４２９０の１から４２９０の３まで、４２９１
の１、４２９１の３、４２９１の４、４２９４の１、
４２９４の３、４２９５の１から４２９５の３まで、
４３４６、４３４７、４３４８の１、４３４８の３、４５５３
の３、４５５３の５、４５６２の１、４５６２の２、
４５６６の１から４５６６の３まで及び４０００４の
地先公有水面埋立地

４，３３０．２５

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

松山市津和地１４２２、１４２８から１４３０まで、１４４０から
１４４２まで、１４４３の２、１４４４、１４４５、１４４７、１４４９の
２から１４４９の５まで、１５３６、１５３７、１５３９の３、１５
４５、１５４９の２から１５４９の４まで、１５８８の１、１５８８
の２、１５９１、１６８５の１、１６８５の３、１６８８の２、１６
９０の２、１６９１、１６９２、１６９５の２、１６９６、１６９７、１７
０１の１、１７７６、１７７７の１、１７８０の１、１７８１の１、
１７８２の１、１７８４の１、１７９１、４００９の１、４０１１の１
から４０１１の３まで、４０１６、４０１７の１、４０１７の３、
４０１８から４０２０まで、４０９４の１、４０９４の２、４０９９、
４１１３の１、４１１４の１、４１１８の１、４１１９の１、４１２６
の１、４１２６の３及び４１４３の１の地先

７，０８６．０５

愛 媛 県 報平成１７年１１月１８日 第１７１２号

１１６８



により、松山市長から次のとおり町の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０２７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、松山市長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は松山市の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０２８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、松山市長から次のとおり町の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０２９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、松山市長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は松山市の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０３０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、松山市長から次のとおり町の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０３１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、松山市長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は松山市の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０３２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、松山市長から次のとおり町の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

町の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

津和地 松山市津和地１４２２、１４２８から１４３０まで、
１４４０から１４４２まで、１４４３の２、１４４４、１４
４５、１４４７、１４４９の２から１４４９の５まで、
１５３６、１５３７、１５３９の３、１５４５、１５４９の２
から１５４９の４まで、１５８８の１、１５８８の２
、１５９１、１６８５の１、１６８５の３、１６８８の２
、１６９０の２、１６９１、１６９２、１６９５の２、１６
９６、１６９７、１７０１の１、１７７６、１７７７の１、
１７８０の１、１７８１の１、１７８２の１、１７８４の
１、１７９１、４００９の１、４０１１の１から４０１１
の３まで、４０１６、４０１７の１、４０１７の３、
４０１８から４０２０まで、４０９４の１、４０９４の２
、４０９９、４１１３の１、４１１４の１、４１１８の１
、４１１９の１、４１２６の１、４１２６の３及び４１
４３の１の地先公有水面埋立地

７，０８６．０５

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

松山市中島粟井甲１２の１、丁２３の１、丁２３の８及
び丁２４の１の地先 ８０４．１３

町の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

中島粟井 松山市中島粟井甲１２の１、丁２３の１、丁
２３の８及び丁２４の１の地先公有水面埋立
地

８０４．１３

町の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

中島粟井 松山市中島粟井甲２６６の１、甲２６６の２、
甲２６７の１、甲２６９、甲８０４の１、甲８０７、
甲８０８、甲８１１の２、甲８１２、甲８１３、甲１１
４６から甲１１４８まで、甲１１６１、甲１１６２、甲
１１８０の１、甲１１８０の２、甲１２３５の１、甲
１２３５の２、甲１２３５の４、甲１２３５の５及び
甲１２３６の地先公有水面埋立地

７０１．６３

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

松山市二神甲２０の２、甲７３、甲８７、甲９６、甲９９の
１、甲１１２、甲１１６の１、甲１１６の３、甲１７１、乙５５
の４、乙５６の１、乙５６の２、乙６９の１、乙６９の５
、乙７０、乙８９の１、乙９０の１、乙９０の３、乙９２の
２、乙９３の２、乙９４の３、乙９５、乙９７の３、乙１０
４の３、乙１０５の２及び乙１０６の１から乙１０６の３ま
での地先

１，８０４．１２

町の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

二神 松山市二神甲２０の２、甲７３、甲８７、甲９６
、甲９９の１、甲１１２、甲１１６の１、甲１１６
の３、甲１７１、乙５５の４、乙５６の１、乙
５６の２、乙６９の１、乙６９の５、乙７０、乙
８９の１、乙９０の１、乙９０の３、乙９２の２
、乙９３の２、乙９４の３、乙９５、乙９７の３
、乙１０４の３、乙１０５の２及び乙１０６の１
から乙１０６の３までの地先公有水面埋立
地

１，８０４．１２

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

松山市中島粟井甲２６６の１、甲２６６の２、甲２６７の
１、甲２６９、甲８０４の１、甲８０７、甲８０８、甲８１１の
２、甲８１２、甲８１３、甲１１４６から甲１１４８まで、甲１１
６１、甲１１６２、甲１１８０の１、甲１１８０の２、甲１２３５の
１、甲１２３５の２、甲１２３５の４、甲１２３５の５及び甲
１２３６の地先

７０１．６３

愛 媛 県 報平成１７年１１月１８日 第１７１２号

１１６９



�愛媛県告示第２０３３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、松山市長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は松山市の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０３４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、松山市長から次のとおり町の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０３５号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」

という。）第５条第１項の規定による届出があったので、同

条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労

働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産業経済部商工労

政課並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供

する。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

コメリＨ＆Ｇ波止浜店 ・ ラ・ムー今治北店

今治市波止浜字高部下１１２－２他

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社コメリ

新潟県新潟市清水４５０１番地１

代表取締役社長 捧 雄一郎

大黒天物産株式会社

岡山県倉敷市堀南７０４番地の５

代表取締役社長 大賀 昭司

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名

称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社コメリ

新潟県新潟市清水４５０１番地１

代表取締役社長 捧 雄一郎

大黒天物産株式会社

岡山県倉敷市堀南７０４番地の５

代表取締役社長 大賀 昭司

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成１８年５月１日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

２，４８５平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

１０２台

イ 駐輪場の収容台数

７２台

ウ 荷さばき施設の面積

２０２．００平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

１９．４３立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻

及び閉店時刻

株式会社コメリ 開店時刻 午前９時

閉店時刻 午後９時

大黒天物産株式会社 ２４時間営業

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

２４時間

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

出入口２箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる

時間帯

午前６時から午後９時まで

２ 届出年月日

平成１７年１０月３１日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺

の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意

見を有する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次の

とおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するととも

に、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方

局産業経済部商工労政課並びに今治市役所において告示の

日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意

見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

松山市上怒和甲６７７の８、甲６７８の５、甲６８２の１
、甲６８２の３、甲６８５の１、甲６８５の４、甲６８８の４
、甲７３５の１、甲７３５の４、甲７３６の１、甲７３７の１
、甲７３７の３、甲７６９の４、甲７６９の５、甲７７０の１
、甲７７１及び乙５９０の１２の地先

１，０５２．３２

町の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

上怒和 松山市上怒和甲６７７の８、甲６７８の５、甲
６８２の１、甲６８２の３、甲６８５の１、甲６８５
の４、甲６８８の４、甲７３５の１、甲７３５の
４、甲７３６の１、甲７３７の１、甲７３７の３
、甲７６９の４、甲７６９の５、甲７７０の１、
甲７７１及び乙５９０の１２の地先公有水面埋立
地

１，０５２．３２

愛 媛 県 報平成１７年１１月１８日 第１７１２号

１１７０
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�愛媛県告示第２０３６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、鬼北町から協議のあった町営土地改良事業（農

地保全事業・大宿地区）の施行に平成１７年１１月７日同意した

。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０３７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、鬼北町から協議のあった町営土地改良事業（農

業用道路整備事業・大宿地区）の施行に平成１７年１１月７日同

意した。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０３８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、鬼北町から協議のあった町営土地改良事業（農

業用用排水施設整備事業・大宿地区）の施行に平成１７年１１月

７日同意した。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０３９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、鬼北町から協議のあった町営土地改良事業（た

め池等整備事業・大宿地区）の施行に平成１７年１１月７日同意

した。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２０４１号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年

法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

八幡浜市国木２４４、３３０、３３４の１、３３４の３、３３４

の４、３３７の１、３３８の１、３３９、乙１９８から乙２０１ま

で、乙２０７、乙２１３、乙２１５、乙２１６、乙２１９、乙２２０

の１、乙２２１の１、乙２２２の１、乙２２２の４、乙２２５の

１、乙２２８から乙２３０まで、乙２３３、乙２３５、乙２３７、

乙２３８、乙２４０、乙２４１の１、乙２４６

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及

び関係市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第２０４０号
養鶏振興法（昭和３５年法律第４９号）第７条第１項の規定により、次のようにふ化業者の登録をした。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２０４２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

登録番号 登 録 年 月 日 氏名（又は名称）及び住所 ふ化場の名称及びその所在地

１７第２号 平成１７年１１月１６日 農事組合法人 南伊予養鶏組合
伊予市下三谷２４８８の１

農事組合法人 南伊予養鶏組合ふ化場
伊予市下三谷２４８８の１

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１７西局建管第１０１５号

平成１７年１１月４日
西条市下島山字稗尻甲１４５１番１及び甲１４５２番２

西条市下島山甲１５７４番地
三 浦 圭

１７松局建（開）第５２号

平成１７年１１月２日
伊予郡松前町大字北川原字岩ノ本１１１番１

伊予郡松前町大字北川原１９７番地の１
忽 那 文 良

愛 媛 県 報平成１７年１１月１８日 第１７１２号
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公 告

�������
�愛媛県告示第２０４３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９号第１項の規定

に基づき、次のように都市計画事業を認可した。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 施行者の名称

砥部町

２ 都市計画事業の種類及び名称

松山広域都市計画下水道事業

砥部公共下水道

３ 事業施行期間

平成１７年１１月１８日

平成２４年３月３１日

４ 事業地

� 収用の部分

愛媛県伊予郡砥部町八倉地内

� 使用の部分

愛媛県伊予郡砥部町八倉地内から愛媛県伊予郡砥部町

三角地内

�������
�愛媛県告示第２０４４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３号第１項の規定

に基づき、保内都市計画下水道事業保内町公共下水道（八幡

浜市施行）の事業計画の変更を次のように認可した。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

平成１１年１２月２８日

平成２４年３月３１日

２ 事業地

� 収用の部分

愛媛県八幡浜市保内町川之石地内

� 使用の部分

愛媛県八幡浜市保内町川之石地内

�������
�愛媛県告示第２０４５号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

八幡浜市保内町川之石１番耕地１４０番２９

２ 申請人の住所氏名

八幡浜市大谷口二丁目１番２７号

菊池 護

八幡浜市保内町川之石１番耕地１４０番地５

阿部 厚子

３ 図面省略

�������
�愛媛県告示第２０４６号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

喜多郡内子町平岡甲１８７４番、甲１８７７番及び甲１８８０番１

２ 申請人の住所氏名

大洲市東大洲１３７番地

トミナガ不動産有限会社 代表取締役 冨永 邦茂

３ 図面省略

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（建付地）の売払い

� 売り払う土地（建付地）の所在地、地目及び地積等

１７松局建（開）第５３号

平成１７年１１月７日
東温市田窪字水木１８５９番４及び１８６２番５

松山市朝生田町一丁目１５番１０号
株式会社コヴァエステート
代表取締役 小 林 昌 三

１７八局大土（開）第２２３６―２号

平成１７年１１月７日

大洲市五郎字青木甲２５４５番１、甲２５４６番、甲２５４６番２、甲２５４７番１
、甲２５４８番１、甲２５５１番１、甲２５５１番２、甲２５５２番、甲２５５３番１、
乙１７番１、甲２５４６番地先水路、甲２５４６番２地先水路、甲２５４７番１地
先水路、甲２５４８番１地先水路、甲２５５１番１地先水路、甲２５５２番地先
水路、甲２５５３番１地先水路及び乙１７番１地先水路

大洲市徳森２４８番地
株式会社西田興産
代表取締役 西 田 弘 二

愛 媛 県 報平成１７年１１月１８日 第１７１２号

１１７２



所 在 地
土 地 建 物

地 目 地 積 構 造 床 面 積

西条市大町字鷹丸４５２番６ 宅 地 ６１０．４５�
コンクリートブロッ
ク造陸屋根２階建外

３７５．３０�

西条市大町字御船川５２３番７ 宅 地 ５７．３５�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２５５８

イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成１７年１２月１９日（月）午後２時００分

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１８年１月１６日（月）午後２時００分

� 入札及び開札の場所

愛媛県西条市喜多川７９６番地の１

愛媛県西条地方局７階第１会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定

代理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代えることができ

る。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は
、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価

格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業

の用に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金として県に支払わなければならない。

� その他

愛 媛 県 報平成１７年１１月１８日 第１７１２号

１１７３
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次のとおり一般競争入札に付する。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

物件番号 所在地 地目 地積

１ 八幡浜市江戸岡一丁目１２４７
番２ 宅 地 ６７．５９�

２ 八幡浜市松柏乙５７３番２ 宅 地 ９４３．８９�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問

い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２５５８

イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

物件番号 日時

１ 平成１８年１月１０日（火）午前１１時００分

２ 平成１８年１月１０日（火）午後２時００分

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

物件番号 日時

１ 平成１８年１月２３日（月）午前１１時００分

２ 平成１８年１月２３日（月）午後２時００分

� 入札及び開札の場所

愛媛県八幡浜市北浜１丁目３番３７

愛媛県八幡浜地方局７階中会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札

保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融

機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関が振出

し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納

付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金

を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び
入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した

入札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３

条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内

で最高価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者

とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地

を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風

俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業そ

の他これらに類する業の用に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

詳細は、入札心得書による。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成１７年１１月１８日 第１７１２号

１１７４
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愛媛県保育士試験の合格者について

平成１７年度愛媛県保育士試験の合格者は、次のとおりであ

る。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�公 告

愛媛県労働委員会第３７期委員の補欠委員候補者の推薦

について

第３７期愛媛県労働委員会労働者委員が１人欠員を生じるの

で、労働組合法（昭和２４年法律第１７４号。以下「法」という

。）第１９条の１２第３項及び労働組合法施行令（昭和２４年政令

第２３１号。以下「政令」という。）第２１条第１項の規定によ

り、愛媛県労働委員会の労働者委員の候補者を推薦する資格

を有する労働組合は、委員候補者を次により推薦してくださ

い。

平成１７年１１月１８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 推薦者の資格

労働者委員の候補者について推薦資格を有する労働組合

は、法第５条第１項の規定による法第２条及び第５条第２

項の規定に適合するとの立証を受けている労働組合であり

、かつ、愛媛県の区域内のみに組織を有するものです。

２ 被推薦者の資格

法第１９条の４第１項に規定する者に該当する者は、委員

となることができません。

なお、公共企業体等の職員、国家公務員又は地方公務員

が委員に任命される場合は、その身分関係を規律する他の

法律の規定により制約を受けます。

３ 推薦期間

平成１７年１１月１８日〔金〕から１２月２日〔金〕まで

４ 推薦方法

推薦書（別記様式）を平成１７年１２月２日〔金〕までに愛

媛県経済労働部管理局労政雇用課へ到着するよう提出して

ください。

なお、推薦書には、次の書類を添付して下さい。

� 政令第２１条第３項の規定による愛媛県労働委員会の証

明書

� 次の事項を記載した委員候補者の履歴書

ア 氏 名

イ 生年月日

ウ 本 籍

エ 現 住 所

オ 学 歴

カ 経 歴

キ 所属政党

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１７年１１月４日 特定非営利活動法人
バンスリーエイド 三 鍋 孝 文 四国中央市川之江町３３１４番地３２ この法人は、福祉の心を根本として、地域

に住み様々な境遇や状況で生活を営める老
若男女すべての人々に対して、主に介護保
険法等による福祉サービスの運営、地域で
未充足となっている社会福祉資源の創設・
運営、福祉情報の発信、福祉人材の育成等
の福祉事業を行い、さらに地域密着型の事
業を継続して行うことで地域の福祉と健全
な発展に寄与することを目的とする。

受 験 番 号 受 験 番 号 受 験 番 号 受 験 番 号

３８０１０００９ ３８０１００１７ ３８０１００２０ ３８０１００２２

３８０１００２６ ３８０１００３１ ３８０１００３２ ３８０１００３５

３８０１００４３ ３８０１００４７ ３８０１００５３ ３８０１００６１

３８０１００７２ ３８０１００９２ ３８０１０１０８ ３８０１０１１２

３８０１０１１８ ３８０１０１２５ ３８０１０１３０ ３８０１０１４４

３８０１０１５４ ３８０１０１５８ ３８０１０１６９ ３８０１０１７０

３８０１０１７７ ３８０１０１９６ ３８０１０２０４ ３８０１０２１０

３８０１０２１１ ３８０１０２１２ ３８０１０２１６ ３８０１０２１８

３８０１０２２０ ３８０１０２２３ ３８０１０２３２ ３８０１０２３５

３８０１０２３７

愛 媛 県 報平成１７年１１月１８日 第１７１２号
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別記様式（４関係）

推 薦 書

年 月 日
愛媛県知事 殿

所在地

労働組合の名称

代表者氏名 �

労働組合法施行令（昭和２４年政令第２３１号）第２１条第１項の規定によ

り、愛媛県労働委員会労働者委員の候補者として次の者を推薦します。

氏 名 年齢
所 属 労 働 組 合

及 び そ の 地 位

労働組合法（昭和２４年

法律第１７４号）第１９条の

４第１項該当の有無

愛 媛 県 報平成１７年１１月１８日 第１７１２号

１１７６



公安委員会規則

公安委員会訓令

�愛媛県公安委員会規則第１０号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１７年１１月１８日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２

号）の一部を次のように改正する。

第１２条に次の１号を加える。

� 道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）に規定する

自動車登録番号標又は車両番号標に、赤外線を吸収し、

若しくは反射するための物を取り付け、又は付着させて

、大型自動車、普通自動車（原動機の大きさが、総排気

量０．０５０リットル以下のもの及び定格出力０．６０キロワッ

ト以下のものを除く。）又は大型特殊自動車を運転しな

いこと。

附 則

この規則は、平成１８年１月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会訓令第３号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次

のように定める。

平成１７年１１月１８日

愛媛県公安委員会委員長 � 村 典 子

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

第１条 愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公

安委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

別表１警備業法（昭和４７年法律第１１７号）の項専決事項

の欄第２号中「第４条の２第１項」を「第５条第１項」に

改め、同項同欄第３号中「第４条の２第２項」を「第５条

第２項」に改め、同項同欄第４号中「第４条の２第３項」

を「第５条第３項」に改め、同項同欄第５号中「第１６条第

１項」を「第５０条第１項」に改め、同項同欄第６号中「第

１６条第２項」を「第５０条第２項」に改める。

別表２の１の�の表警備業法の項専決事項の欄第１号中
「第４条の４第１項」を「第７条第１項」に改め、同項同

欄第２号中「第４条の４第２項」を「第７条第２項」に改

め、同項同欄第３号中「第４条の４第３項」を「第７条第

３項」に改め、同項同欄第４号を削り、同項同欄第５号中

「第１１条の３第２項第１号」を「第２２条第２項第１号」に

改め、同号を同項同欄第４号とし、同項同欄第６号中「第

１１条の３第２項第２号」を「第２２条第２項第２号」に改め

、同号を同項同欄第５号とし、同項同欄第９号中「第１４条

」を「第４８条」に改め、同号を同項同欄第１０号とし、同項

同欄第８号中「第１１条の６第２項第２号」を「第４２条第２

項第２号」に改め、同号を同項同欄第９号とし、同項同欄

第７号中「第１１条の６第２項第１号」を「第４２条第２項第

１号」に改め、同号を同項同欄第８号とし、同項同欄第５

号の次に次の２号を加える。

６ 第２２条第８項の規定による指導教育責任者講習の実

施

７ 第２３条第１項の規定による検定の実施

別表２の１の�の表警備業法の項の次に次のように加え
る。

警備業法の一部を改

正する法律（平成１６

年法律第５０号）

１ 附則第５条の規定による

審査（書面審査を除く。）

別表２の２の�の表警備業法の項専決事項の欄第１号中
「第６条第２項」を「第１１条第２項」に改め、同項同欄第

２号中「第１１条の３第２項」を「第２２条第２項」に改め、

同項同欄第４号を次のように改める。

７ 第４６条の規定による報告徴収等（警察本部に勤務す

る警察職員に行わせる場合に限る。）

８ 第４７条第１項の規定による立入検査（警察本部に勤

務する警察職員に行わせる場合に限る。）

別表２の２の�の表警備業法の項専決事項の欄第３号中
「第１１条の６第２項」を「第４２条第２項」に改め、同号を

同項同欄第６号とし、同項同欄第２号の次に次の３号を加

える。

３ 第２３条第４項の規定による合格証明書の交付

４ 第２３条第５項の規定において準用する第２２条第５項

の規定による合格証明書の書換え

５ 第２３条第５項の規定において準用する第２２条第６項

の規定による合格証明書の再交付

別表２の２の�の表警備業法の項の次に次のように加え
る。

警備業法の一部を改

正する法律

１ 附則第５条の規定による

審査（書面審査に限る。）

別表３警備業法の項専決事項の欄第１号中「第４条の２

第５項」を「第５条第５項」に改め、同項同欄第２号中「

第５条」を「第９条」に改め、同項同欄第３号中「第５条

の２第１項」を「第１０条第１項」に改め、同項同欄第４号

中「第６条第１項」を「第１１条第１項（同条第４項におい

て準用する場合を含む。）」に改め、同項同欄第５号中「

第６条第３項」を「第１１条第３項」に改め、同項同欄第６

号を削り、同項同欄第７号中「第６条の２第１項及び第２

項」を「第１２条第１項及び第２項」に改め、同号を同項同

欄第６号とし、同項同欄第８号中「第６条の２第３項」を

「第１２条第３項」に改め、同号を同項同欄第７号とし、同

項同欄第９号中「第９条第２項」を「第１６条第２項」に改

め、同号を同項同欄第８号とし、同項同欄第１０号中「第９

条第３項」を「第１６条第３項」に改め、同号を同項同欄第

９号とし、同項同欄第１１号中「第１０条第２項」を「第１７条

第２項」に改め、同号を同項同欄第１０号とし、同項同欄第

１２号中「第１１条の３第４項（第１１条の６第３項」を「第２２

条第５項（第４２条第３項」に改め、同号を同項同欄第１１号

とし、同項同欄第１３号中「第１１条の３第５項（第１１条の６

第３項」を「第２２条第６項（第４２条第３項」に改め、同号

を同項同欄第１２号とし、同項同欄第１４号中「第１１条の４」

愛 媛 県 報平成１７年１１月１８日 第１７１２号
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を「第４０条」に改め、同号を同項同欄第１３号とし、同項同

欄第１５号中「第１１条の５」を「第４１条」に改め、同号を同

項同欄第１４号とし、同項同欄第１６号を次のように改める。

１５ 第４６条の規定による報告徴収等（当該警察署に勤務

する警察職員に行わせる場合に限る。）

１６ 第４７条第１項の規定による立入検査（当該警察署に

勤務する警察職員に行わせる場合に限る。）

第２条 愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を次のように

改正する。

別表２の１の�の表放射性同位元素等による放射線障害
の防止に関する法律（昭和３２年法律第１６７号）の項専決事

項の欄第１号中「第１８条の２第６項」を「第１８条第６項」

に改め、同項同欄第２号中「使用者等」を「許可届出使用

者等」に改める。

別表２の２の�の表放射性同位元素等による放射線障害
の防止に関する法律の項専決事項の欄第１号中「第１８条の

２第５項」を「第１８条第５項」に改め、同項同欄第２号中

「第１８条の２第１０項」を「第１８条第１０項」に改め、同表放

射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行

令（昭和３５年政令第２５９号）の項同欄第１号中「第１７条の

２の２第１号」を「第１８条第１号」に改め、同項同欄第２

号中「第１７条の２の２第２号」を「第１８条第２号」に改め

、同項同欄第３号中「第１７条の２の２第３号」を「第１８条

第３号」に改める。

第３条 愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を次のように

改正する。

別表２の１の�の表核原料物質、核燃料物質及び原子炉
の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）の項専決事

項の欄第１号中「第５９条の２第５項（第６６条第２項におい

て準用する場合を含む。）」を「第５９条第５項」に改め、

同項同欄第２号中「第５９条の２第６項（第６６条第２項にお

いて準用する場合を含む。）」を「第５９条第６項」に改め

、同項同欄第３号中「第５９条の２第７項（第６６条第２項に

おいて準用する場合を含む。）」を「第５９条第７項」に改

め、同項同欄第４号中「第５９条の２第９項（第６６条第２項

において準用する場合を含む。）」を「第５９条第９項」に

改め、同項同欄中第６号を第７号とし、第５号を第６号と

し、第４号の次に次の１号を加える。

５ 第６２条の３の規定による事故等の報告の受理

別表２の２の�の表核原料物質、核燃料物質及び原子炉
の規制に関する法律の項専決事項の欄第１号中「第５９条の

２第１０項（第６６条第２項において準用する場合を含む。）

」を「第５９条第１０項」に改め、同項同欄第２号中「第５９条

の２第１３項（第６６条第２項において準用する場合を含む。

）」を「第５９条第１３項」に改め、同表核原料物質、核燃料

物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（昭和３２年政令

第３２４号）の項同欄第１号中「第１７条の５の２」を「第５０

条」に改め、同項同欄第２号中「第１７条の５の３第１項第

１号」を「第５１条第１項第１号」に改め、同項同欄第３号

中「第１７条の５の３第１項第２号」を「第５１条第１項第２

号」に改め、同項同欄第４号中「第１７条の５の３第１項第

３号」を「第５１条第１項第３号」に改め、同項同欄第５号

中「第１７条の５の３第２項」を「第５１条第２項」に改める

。

附 則

この訓令中、第１条の規定は平成１７年１１月２１日から、第２

条の規定は公布の日から、第３条の規定は平成１７年１２月１日

から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第７７号
公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）第５５条第２項及

び第４項第２号（他の法令において準用され、又は例による

こととされている場合を含む。）の規定により、次の施設を

不在者投票のできる施設として指定した。

平成１７年１１月１８日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

�免職辞令
１１月１８日

内 堀 良 雄

（労働者委員）

願により愛媛県労働委員会委員を免ずる

施設の種類 施設の名称 所 在 地

特別養護老人ホ
ーム

特別養護老人ホ
ーム和光苑 松山市井門町１０９９番地

軽費老人ホーム ケアハウス和光
苑 松山市井門町１０９９番地

平成１７年１１月１８日 印刷
平成１７年１１月１８日 発行
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